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MSCI 2023 ESG & Climate Trends to Watchが

投資家にとっての新たなリスクを指摘 
 

MSCI 2023 ESG & Climate Trends to Watchが地政学的・経済的変化、 

規制、技術革新による ESGと気候変動ファイナンスへの影響を明らかに 

 
東京 – 2022年 12月 12日 – 地政学的緊張の高まり、急激なインフレ、規制の変化などを背景

に、MSCIの第 11回年次レポート ESG & Climate Trends to Watchは、2023年以降に世界の企

業や投資家に影響を与えると考えられる 30超の新たなリスクについて分析しています。 

 

MSCI 2023 ESG & Climate Trends to Watchレポートは、世界中の MSCI ESGリサーチアナリ

ストによる調査をもとに、現在の ESG と気候変動への投資に関するグローバルな議論が、

2023 年の ESG と気候変動への投資の在り方にどのような影響を及ぼすかを明示しています。

ESG と気候変動に関する新たな課題が表出し、企業と年金基金、政府系ファンド、基金・財団、

資産運用会社などの機関投資家が考慮しなければならない財務リスクの検討事項は増加してい

ます。 

 

2023年注目の 32の ESG・気候変動向け投資トレンドで取り上げられている主なテーマは以下

の通りです。 

 

● サプライチェーンにおける革新－問題ある原材料調達の力学を変える可能性のある、ブ

ロックチェーン技術を活用した商品追跡、電子廃棄物の採掘など 

● ガバナンスの変化－気候変動に関する意見やその他の議決権行使の傾向と、新しい取締

役会の人材構成がどのような役割を果たしうるかの調査など 

● 規制への対応－新しい規則が資産運用会社、機関投資家、企業に与える具体的な影響な

ど 

● ワークライフの変化－鉄道のストライキや労働者の権利をめぐる運動の世界的な広がり

など 

● 測定と透明性に関する新たな挑戦－保険会社や銀行による排出量追跡の範囲拡大など 

● 新たな投資の登場－人工的に作られたコモディティやアセットクラスとしての炭素など 

● ESG資産の転換期－グリーンボンドや原子力など 

 

2022 年、ESG と気候変動向けの投資は新たな注目を集めました。世界の規制当局は、ファン

ド業界におけるグリーンウォッシュの削減を目的とした規則案を導入したほか、金融機関を対

象に気候ストレステスト、森林破壊防止のための市場アクセス規則、持続可能な金融開示規則

（SFDR）の主要な有害インパクト（PAI）指標に関する報告義務などの要件を導入しました。

同時に、政治家は ESGの概念に関して党派別の見解を強めています。 

 

2022 年の政策立案者の議論を背景に、投資家は 2023 年も気候変動危機が自身のポートフォリ

オにどのような影響を与えるかを評価するでしょう。最新の MSCI ネットゼロ・トラッカーに

https://www.msci.com/research-and-insights/2023-esg-climate-trends-to-watch
https://www.msci.com/research-and-insights/net-zero-tracker
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よると、上場企業は気温上昇を 1.5℃に抑えるための世界のカーボンバジェットを 2026 年 12

月までに使い果たすと予測されています 。1 

 

例えば、ESG & Climate Trends to Watchレポート内でリサーチアナリストは、現在も続くウク

ライナ戦争と世界各国の記録的なインフレにより、各国政府はエネルギー安全保障と安価なエ

ネルギーを優先するため、世界の温室効果ガス排出量削減への取り組みが短期的に消極的にな

る可能性があると指摘しています。しかし、MSCI の ESGデータによると、主要な電力会社は

長期的な脱炭素化のトレンドと再生可能エネルギーの導入拡大に焦点を当てています。 

 

MSCIのマネージング・ディレクター兼グローバル ESGエディトリアル・ディレクターである

Meggin Thwing Eastman は、次のように述べています。「2022 年初頭に新型コロナウイルス

のパンデミックから回復しつつあった中で、世界は数々の気候災害や欧州での大規模な戦争、

急激なインフレ、生活費の危機などに直面しました。当社の ESG & Climate Trends to Watch年

次レポートでは、こうした重大な地政学的リスクやマクロなリスクが、投資家がポートフォリ

オ内の企業が社会や投資家の最終的な収益に与える影響について評価する方法にどのような変

化をもたらすかを検証しています。ESG リスクは財務リスクであり、本レポートで紹介した

ESG および気候変動に関する調査は、これまで見られなかったリスクを統合するという投資家

のニーズを支援し、新たな問題と長期的な気候危機の脅威の双方をより良く管理することを企

業に奨励するために実施されました。」 

 
 

-Ends- 

MSCIについて 

MSCIは世界の投資コミュニティーに重要な投資判断支援ツールとサービスを提供するリーディ

ングプロバイダーです。50 年以上にわたるリサーチ、データ、テクノロジーの専門知識を有す

る当社は、クライアントがリスクとリターンの重要な要因を理解して分析し、確信を持ってよ

り効果的なポートフォリオを構築できるようにすることで、より良い投資判断を支援します。

当社は業界をリードするリサーチによって強化されたソリューションを構築し、クライアント

はこれを用いて投資プロセス全体を把握し、透明性を高めることができます。 

MSCI ESG Research Products and Servicesについて 

MSCI ESG Research LLCの MSCI ESG Research products and servicesは、環境、社会、ビジ

ネス慣行に関連したガバナンスについての詳細な調査、格付け、分析を世界中の企業に提供し

ています。MSCI ESG Research LLCの ESG評価、データ、分析は、MSCI ESG指数の構築に

も利用されています。MSCI ESG Research LLCは、1940年投資顧問法に基づく登録投資顧問

であり、MSCIの子会社です。 

メディアの問い合わせ先  

MSCI広報代理（Citigate Dewe Rogerson） 

MSCIJapanPR@citigatedewerogerson.com 

 +81 (0)70 2170 8818 

 
1 MSCIネットゼロ・トラッカー10月版は、平均気温上昇を 1.5℃に抑えるための 2022年 8月 31日時点におけ

る上場企業の世界のカーボンバジェットにおけるシェアに基づき算出しています。 

mailto:MSCIJapanPR@citigatedewerogerson.com
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This press release contains forward-looking statements within the meaning of the Private Securities Litigation Reform Act of 1995. Forward-looking statements 
relate to future events or performance and involve risks that may cause actual results or performance differ materially and you should not place undue reliance on 
them. Risks that could affect results or performance are in MSCI’s Annual Report on Form 10-K for the most recent fiscal year ended on December 31 that is filed 
with the SEC. MSCI does not undertake to update any forward-looking statements. No information herein constitutes investment advice or should be relied on as 
such. MSCI grants no right or license to use its products or services without an appropriate license. MSCI MAKES NO EXPRESS OR IMPLIED WARRANTIES OF 
MERCHANTABILITY, FITNESS FOR A PARTICULAR PURPOSE OR OTHERWISE WITH RESPECT TO THE INFORMATION HEREIN AND DISCLAIMS ALL 
LIABILITY TO THE MAXIMUM EXTENT PERMITTED BY LAW.  
 
MSCI ESG Research LLC is a Registered Investment Adviser under the Investment Advisers Act of 1940 and a subsidiary of MSCI Inc. Except with respect to any 
applicable products or services from MSCI ESG Research, neither MSCI nor any of its products or services recommends, endorses, approves or otherwise 
expresses any opinion regarding any issuer, securities, financial products or instruments or trading strategies and MSCI’s products or services are not intended to 
constitute investment advice or a recommendation to make (or refrain from making) any kind of investment decision and may not be relied on as such. Issuers 
mentioned or included in any MSCI ESG Research materials may include MSCI Inc., clients of MSCI or suppliers to MSCI, and may also purchase research or 
other products or services from MSCI ESG Research. MSCI ESG Research materials, including materials utilized in any MSCI ESG Indexes or other products, 
have not been submitted to, nor received approval from, the United States Securities and Exchange Commission or any other regulatory body. 
 


